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石川島播磨重工における資本蓄積と経営組織

麻 生 潤

Ⅰ は じ め に

第一次石油ショック以降の不況期のなかで,日本の独占的産業資本は自らの

資本蓄積を限界づけている諸条件を克服し,新しい蓄積のための諸条件を追求

した｡日本金融資本は,一方で,その蓄積基盤の比重を-イテク部門や海外展

開などに移しつつ,他方で,国家市場 へ の 寄生をいっそう深めつつある｡また,

擬制資本の運動などを通じたキャピタル ･ゲインの獲得は今日では独占的産業

資本の資本蓄積にとって不可欠のものなのだから■,いかなる独占的産業資本も,

独占的銀行資本による融資保障や金融資本集団による市場 ･技術などの独占的

提供という条件のなかで,その資本蓄積の条件を成定されながら運動せざるを

えない｡私が本稿で分析する造船重磯資本もその例外ではない｡

以上のような条件のなかで,こうした金融資本的蓄積の諸条件を汲み尽くし,

かつ創造するように運動する個別資本でないのであれば,この個別資本は競争

における敗者として倒産するか,あるいは他社に吸収 ･合併されざるをえない｡

そうならないための,一つの条件は,資本の運動の条件を資本の立場から能動

的に分析できる経営能力や,資本の競争条件を自らにもっとも有利に取り込め

る範織の能動性である.この意味での資本の能動性の現われ札 組織改革とし

ておこなわれる合理化であり,組織管理の改善としておこなわれる労働力の合

理的な管理である｡

資本の運動の客観的分析といった場合に,資本甲運動それ自体の分析と,質

本の人格化としての個別資本の組織の全体的あり方,すなわち,企業管理の分

析との二つの側面からの分析が必要であるが,本稿では,金融資本的蓄積を前



王62 (426) 第144巻 第3･4号

投にした独占的産業資本の,資本としての能動性の発展にとって企業管理のも

つ意味に限定して考察する｡かつ,この企業管理の基本的本質をなす経営組織

に分析を絞りたい｡私が,独占的産業資本の企業管理のなかで,まず経営組織

を分析しなければならないと考えるのは,以下の理由による｡

第一の理由は,巨大企業を金融資本の-モメソトとしての独占的産業資本で

はなく,自己完結的に運動する自立した磯構あるいは組織ととらえたうえで,

巨大企業の自立はこの経営組織によって可能となるという見解が存在すること

である1)｡ これに対して,私は資本の人格化としての企業管理や経営組織は,

資本の運動の本質的法則の現象形態であると考えるO経営鼠織は資本の人格化

であり,資本の運動という本質的な法則が現象するうえで必要とされるもので

ある｡企業管理や組織機構も･資本蓄積をすすめるうえでなされる資本管理のた

めの合理的手段の一つにすぎず,経営管理機能を高め,構成員の意識変革を実

現するためのものである｡

第二の理由は,資本の労務管理棟能をそれ自体としてのみとらえ,企業構成

員が管理を受け入れる諸条件をみようとしない見解が存在するからである2)o

私は,それに対して,独占資本の競争戦に企業構成員を動員することが管理機

能強化の前提であり,経営組織は ｢競争戦略｣という企業イデオロギーがその

構成員に浸透していくための条件の一つであると考える｡

本稿は,造船重梯産業における独占的産業資本の典型例である石川島播磨重

工 (以下,石播重工)の経営鼠織をその資本蓄積の側面を前提としながら分析

する｡石播重工をはじめ造船重機産業の独占資本は,1973年の第一次石油ショ

ックを契機に,いちはやく海外プラソト市場に進出し,現在では航空宇宙や新

1) たとえば,坂本和一氏はその一連の著作において巨大企業の経営組織の意義を事業戦略との関

連で詳細に明らかにされている｡しかし,氏においては,独占的産業資本としてではなく,自立

した巨大企業として捉えられているOそして企業の経営組織 (この場合は事業部制経営鮭織)

は,｢事業のライフサイクル｣｢余剰経営資源の蓄鼠｣を円滑に管理し,企業の発展を自立的に支
える企業構造とされている (坂本和一 『現代巨大企業の構造理論』,1983年)0

2) 仲田正枚 『現代企業構造と管理横合EiF, (1983年)では,本稿と同じ60-70年代の造船重横産

業における企業管理が分析されている｡そこで仲田氏は管理棟能の強化という事実を措摘されて

いるが,管理俵能の強化を企業構成員が受け入れる根拠は示されていない｡
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3ネルギーなどの-イテク戦略部門8)-蓄積基盤を移しつつある.その過程で

は造船部門の縮小もおこなわれたC本稿では,こうした蓄環基盤の再編が金融

資本的な蓄積条件に規定されており,そのうえで独占資本間の競争が繰り広げ

られていることを石播重工の分析によって明らかにしたい｡第二に,石播重ニ

は競争の激しいプラソト部門や民生部門への進出にあたって,数度にわたる経

営組織 (事業部制経営組織)の改革をおこなった｡これらの組織改革が,管理

者もふくめた企業構成員を独占資本問競争に動員するための機構の発展として

の性格をもっていることを明らかにしたい｡第三に,造船重機産業の労働過程

は労働集約的性格をもっているので,管理棟能とくに労働力管理機能の発展は,

この部門で資本が能動性を発揮するうえで不可欠の条件であるO石播重工は組

織改革を1970年代後半期の過剰設備の処理 ･廃棄と労働力の排出･移動を実現

するために活用した｡本稿では,この組織改革の意味を考察し,経営組織の諸

株能を示す｡

ⅠⅠ 石播重工の資本蓄積

.1 事業展開の特徴と推移

本節では,石播重工4)の1970年における資本蓄積の特徴を述べる｡

まず第一次石油ショックまでの事業展開は次の特徴をもっていた (第1表).

造船部門は,海外海運資本の蓄掛 こ対応した船舶輸出を中心にして石播重工の

売上高の半分を占めていた｡産業横桟部門は,重亀 製鉄検視などが主力機種

であった｡航空宇宙部門の主要な製品は,ジェット･エンジンである｡これら

古も いずれも｢高度経済成長｣の中で拡大した量化工業資本の生産手段であり,

3) 造船重機資本の航空宇宙部門への展開については,拙稿 ｢基幹産業の展開と産業政策- 造船

重機大企業の航空宇宙部門への展開については,拙稿 ｢基幹産業の展開と産業政策- 造船量扱

大企業の航空宇宙産業への進出を中心に｣(上野俊樹 ･鈴木健編 『現代の国家独占資本主義』下

巻,大月書店,1987年,で,国家による産業政策の展開と関わらせて論じておいたC

4) 石川島播磨重工 (以下,石播重工)の事業部門は,船舶,産業機械,航空宇宙にまたがり,売

上高8239億円,資本金685億円,従業員約1万9千人,造船重機産業では三菱重工に次ぐ地位に

ある 〔1986年度〕｡同社は,1960年に石川島重工と播磨造船が合併して成立した給合重工資本で

ある｡
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第1表石川島･売上高
運搬機･鉄構物

(%)l化学機械(%) 製鉄･金属機樵
出所:『有価証券報告書』により作成｡

こうした海運 ･重化学工業資本の設備投資が石播重工の蓄積基盤であった｡総

資産,資本金,総売上高,営業利益,経常利益はいずれも76年まで拡大を続け

る (第2表)｡

石播重工の蓄積基盤は第一次石油ショックを契機とした ｢低成長｣への移行

のなかで,大きく変動することになる｡それは70年代においては,船舶市場の

縮小と国内陸上機械市場の停滞としてあらわれる｡これに対して,海外プラソ

ト輸出が急速に拡大した｡第二次石油ショ ック以降,海外へのプラント輸出は

途上国の工業化失敗や債務問題,円高などで後退するが,80年代の石播重工は,

造船部門を大幅に縮小し,エネルギーや航空宇宙などの部門の拡充と既存陸上

機裸の-イ/テク化を追求している｡こうした蓄環基盤の変化は,石播重工の部

門別従業員数の推移 (第3表)によって原著に示されている｡

次に,以上の過程を部門別に検討する｡
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構 成 の 推 移 (単位:百万円)

ボイラ.′原子~力株券 舶用機械 汎用機械 航空テンジン 合 計

-34,815 19 9,948 3 29,895 8■ -8,478 2 336,594 100

芦2,788 8■17,822 4 35,206 9 13,882 3 403,052_100_

36,154 8 19,626 5 46,304 ll 22,184 5 435,494 100

35,158 7 20,709 5 57,581 12 24,660 5 480,391 100

41,716 7 27,215 4 73,799 12 28,323 4 632,656 ･10_0

34,975 6 43,951 7 72,290 ll 38,084 6 624,9521100

29,731- 4 52,310 7 81,383 12 39,497 6 696,171 100

44,711 6 47,900 6 133,036 17 43,043 6 763,449 100

77;000 ㌔ll -34,488 5 131,248 19 54,511 8.698,146 100

48,877 7 -19,238 3 150,561 22 43,329 6 691,337 100

57,725 9 28,667 4 141,158 21 45,312 7 681,126 100

79,207 10 24,930 31143,837 18 56,448 7 777,672 100

､138,739 18 -31,931 4 123,716 16 66,752 8 789,074 100

第2表 石播重工の財務状況 (単位:百万円)

(醍) 数値は各年度期末,西暦年で翌年3月｡

(出所) 有価証券報告書絵覧による｡

造船部門では,第一次石油ショック以降,船舶受注が激減し,造船不況がは

じまる｡75年以降業界各社が選択受注政策に転換したが,石播重工は逆に積極

政策をとり,75,76年には中小型貨物船を大量受注した｡



166 (430) 第144巻 第3･4号

第3表 石川島･事業本部別人員推移 (単位:人)

･事業本部)回毒ネ車中舶
75年12月

76年3月

77年12月

80年7月

81年5月 i'董当 室蓑萱

出所:会社資料により作成｡

航空回営業国本社恒

第4表 従業員一人当たり売上比較 (単位:千円)

年 度 l 1973 1 1974 I1975L 1976 I 1977 L 1978

(出所) 各社有価証券報告書により作成｡

石播重工がこの大量受注政策をおこなった第一の理由は,他社が受注を控え

ている条件を生かしたシェアの拡大である｡石播重工は,低価格と短納期を提

示して船舶の大量受注をおこない,生産合理化をすすめて利益をあげてきた｡

とくに,70年代前半期は,売上増大のもとで,本工人員の増大を押さえてきた｡

それが,一人当たり売上高で70年代に業界上位を占めつづけた (第4表)理由

であったDこうt/た営業政策がこの時期においても再び採られたのである｡大

量受注政策の第二の理由は,いずれ海運資本の蓄積が回復することを見越して,

生産能力を維持しておくという投機的経営政策であるO海運市況は景気変動の

影響を受けやすく,景気が回復すればただちに荷動きが急増して運賃が高騰す

る｡船舶建造は,発注から引き渡しまで2- 3年を要するので,海運資本は海

運不況期に市況回復を見越して先行投資すなわち船舶発注をおこなう｡したが

って造船資本は,市況回復を見越して生産能九 とくに造船労働力を確保する
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第 1図 石川島･受注高の構成

(出所) '78年までは 『IHI調査時報』より,'79年度からは『有価証券報告書』その他

より作成｡-･･･部分は公表されていないため,製品別売上高により推定｡
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こと,場合によっては赤字受注をおこなっても造船労働力を維持することにな

る｡石播重工は船舶の大量受注によって造船部門の雇用を維持し,市況回復期

のシェア拡大をねらったのである｡

ところがこの案件が,引き渡し時期の77,78年に海運市況悪化と円高により

キャンセルとなり,78,79年には受注残高が建造能力の半分以下となる｡そこ

で石播重工は造船部門の拡大を放棄し,縮小政策に転換する｡その中心をなす

のは,政府による造船設備の削減政策と不況カルテルの認可をうけた78年度の

木工雇用の削減であった｡石播重工の従業員数は,77年まで, 35,000人程度で

推移していたが,78年度に事実上の希望退職を実施し一年間に約6,000人を減

少させた｡これは同時期に造船量楼資本のおこなった雇用削減の中でも最大の

数であった｡それは,石播重工が貨物船大量キャンセルによる打撃からの回復

を必要としていたという独白の要因があったからである｡

全体の売上高は,船舶売上が激減した78-80年を除いて,事業規模を維持し

た｡それは,次の部門での受注の拡大 (第1図)によって支えた｡第一は,プ

ラント輸出の拡大であるOそれは途上国の工業化国家プロジェクトに対するプ

ラント供給とエンジニア1)ソグ業務の拡大を内容としているO第二は,不況期

に設備投資を拡大する電力業からの受注の獲得による国内産業磯株市場での受

注の維持である｡第三は,小型量産型プラソトや民生用機器市場への参入であ

る｡･さらに不況対策としての公共事業拡大,防衛需要の拡大など国家市場-の

寄生も深まった｡

2 金融資本的蓄積条件と石播重工

ここでは石播重工の事業展開や蓄積基盤の変化が,金融資本的蓄積の一環と

しておこなわれたことを指摘するO石括重工は,第一勧業銀行との関係を歴史

的に維持してきた｡特に,75年以降は,重役受け入れ,社長会参加など第一勧

業銀行グループとの関係5)がいっそう深まった｡こうした独占的銀行資本 (都

銀および開発銀行 ･輸出入銀行)による融資椀構や市場,技術などの独占的保
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降が石播重工にとっての資本蓄積の条件であった｡まず検討すべきことは,石

播重工にとっての銀行借入金の意味である｡一般的に言って造船重機資本は鉄

鋼業などと対比すれば,設備資金は相対的に少なくてすむ｡しかし,船舶 ･プ

ラクトとも延べ払い方式のため,運転資金を大量に必要とする｡石播重工にお

いては,70年前後の ｢造船ブーム｣期には借入金依存のため,売上が増えれば,

支払い利息が増え,営業利益より支払い利息が大きいという｢利益なき繁栄｣

状態さえ生じた070年代半ば以降,長期借入は設備投資抑制で減少したが,プI

ラント 量産機種の売上が伸び,運転資金の必要から短期借入金が増大した6㌔

したがって,現在にいたるまで金融収支は一環して赤字である｡

次に,営業活動においては,企業集団の一員としての立場を活かすことが石

播重工の基本政策であった｡そもそも国内産業機械市場では,企業集団構成企

業との固定的相対取引が中心であり,70年代後半期の海外プラント市場への参

入では,新たに企業集団商社による仲介業務に対する依存が強まる｡70年代末

の造船不況期には電力資本の設備投資の拡大が石播重工の経営を支えたが,そ

れは東芝との共同受注7)によるものである｡

5) 造船部門で協調的行動に積極的でなかったことなどから石播重工は ｢独立系｣であるという見

方も存在する｡しかし,造船部門での石播重工の独立的行動は,すでに検討した造船市場の投銭

的性格から生じているものであり,それさえも,70年代末の投機的受注活動とキャンセルの発生

を生み出した後,第一勧業銀行から造船部門の縮小を要求され,受け入れざるをえなかったこと

によって根本的に変化した｡また,同じ第一勧業銀行グループ内には同業在の川崎重工があり,

石播重工と第-勧業グループとの関係は単なる融資関係にすぎないとの見解もある｡ しかし,

川崎重工は,造船と一般プラントでは石播重工と競合するが,重電部門が弱く,また,航空宇宙

でも航空エンジンの石播重工にたいして,機体の川崎重工と両者の間には分業的関係が存在す

る｡これは独占的銀行資本の立場からみれば,主要な蓄積分野に関して重複投資を回避できる関

係であるoLたがって,石播重工はやはり第一勧業銀行グループの一員としての位置にあるとい

える｡

6) 石碑重工の場合,プラント輸出での公的クレジットを中心に政府系金融機関の役割が大きいこ
とも特散である｡

7) 東芝との関係は,両社の間で事業調整が行われ,放械･造船部門を石川島重工が分担すること
になった戦前にまでさかのぼることができる｡戦前期には,石川島は事実上東芝の関係会社的地

位にあった｡それが戦後の造船業の拡大の中でトラスト化して自立化したのが石川島播磨重工で

あるQ東芝が石播重工の株式所有第-位であることや重電部門での共同事業はこうした背景を持

っている｡にもかかわらず三井系金融機関が融資面では石播重工に食い込んでいないことの背景

としては三井系金融株閑の資金力の弱さを指施しなければならないOこのた軌 石拓重工として

は,資金量の豊富な第一勧業銀行に対する依存をつよめざるをえなかったのである｡
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さらに,石播重工においては80年以降,-イテク研究開発投資が拡大する｡

そのためには第一に独占的銀行資本からの融資が条件となる｡第二に,石播重

工自身としては船舶部門での収益の回復がその条件セあった.それは,造船独

占資本の不況カルテルと国家政策による中小造船資本の淘汰による独占利潤の

回復8)を前提とした上で行われた,造船部門での雇用削減によってなしとげら

れた｡その際,雇用削減にもとなう大量の退職金手当てには,独占的銀行資本

の融資保障が必要であった｡また,労働者に ｢経営危機｣を意識させ退職を組

織する条件のひとつ･として赤字決算政策があったO赤字決算は,丁般的には,

社債発行や融資における条件を悪化させる要因となる｡それにもかかわらず,

石播重工がこうした決算政策をおこなえたのは,金融横閑との共同の利害にも

とづいた融資保障があったからである｡

ⅠⅠⅠ 事業本部制への経営組織の発展

次に,石播重工における70年代の経営組織の改革の意味について検討する0

太節では,1974年12月の組織改革での,事業部制から事業本部制への発展の意

味を検討するD

l 石播重工の製品別事業部制経営組織

まず74年以前の事業部制経営組織について検討しておく｡

石播重工は,1960年の同社合併時に,産業検視,原動機 ･化工棟,船舶,疏

空エンジン,汎用棟の5製品別事業部 (6工場)にもとづく事業部制経営組

織9)を導入したDその後,同社は系列造船 ･横桟資本を吸収 ･合併し,また新

工場展開をおこなって企業規模を拡大させ,73年には11製品別事業部15工場と

8) 相田利夫 ｢造船産業- 日欧造船摩擦の構図｣,北田芳治編 『貿易摩擦と経済政策』,1983年に

詳しい｡

9) 事業部制経営鼠織とは,①製品別または地域別の企業鮭織窮鼠 ④収益と原価を包括した利益

責任の管理単位としての事業部,④直接の事業責任ないし部門責任から独立した全般的経常管理

者集団 (トップマネジメソり の確立とを内容としているQ
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なった｡この事業部制の編成原理そのものは1960年以来不変である｡それを,

74年3月段階の事業部制 (第2図)について検討しよう｡そこでは製品別事業

部が利益責任単位 (プロフィット セソクー)とされ,部門責任者の兼任はあ

るが,形式上は常務会が全般的経営責任を負う体制になっている｡この事業部

鼠織の特徴は,プロフィット･センターである製品別事業部が,技術 ･設計 ･

製造 ･管理などの部門からのみ構成されていることである｡.営業部門は製品別

事業から分離され,独立した営業本部のもとに統合されている｡これは ｢高度

成長｣期における石播重工の蓄積のありかたに対応した経営組織である｡つま

り,この事業部組織の主要な目的は,安定して拡大する設備投資需要と相対取

引を前提したうえで10),受注の拡大よりも生産性向上とコストダウンをはかる

ことにおかれていた｡さらに,この統一された営業部門は,総合重工資本の営

業活動の中で,同一発注者に複数機種を売り込むシステム営業をおこなううえ

で効率的であった｡

2.事業本部制への経営組織の発展

74年12月に,全社的な組織改革 (第3図)がおこなわれた｡新しい事業本部

経営組織の特徴は,それまで製品別事業部がプロフィット･セソクーとされて

いたのを改bt),いくつかの製品別事業部を需要先別に大括りにした事業本部を

つくり,それをプロフィット センターとして位置づけたことである｡従来の

営業本部は分割されて,それぞれの事業本部に配置され,各製品別製造事業部と

並列して置かれることになった｡製品別事業部はこの組織改革のなかでさらに

細分化された｡これらの事業部が引き続き設計 ･技術 ･管理などの部門からな

ることは従来の鮭織と変わらないoLかし事業本部としては,それぞれの市場

･需要に対応して,製品開発,顧客発掘,受注,設計,製造,引き渡し,資金

10) ｢IHI〔石播重工の略称〕のような大塑資本財を生産することで生きてきた益業は,磯種別

に店を構えていれば,内外の市場から自社工場に適した注文をとることができたし,壊械設備を

生産することで企業がなりたった｣,真藤恒社長,石播重工社内報 『あいえいちあい』,1974年12

月号｡



第2図 1973年の事業部制l中瀬役今｣

出所:『IHI-ソドブック』(1974年版)｡
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の流れにまで一貫した責任を負う体制となったのである｡

新しい事業本部制の目的は,第-に,新たな市場をめぐる独占資本間競争に

企業構成員を,各階層別に動員する機構を発展させることにあった｡石播重工

描,第一次石油ショック以降拡大した海外プラント市場への参入をはかった｡

海外で新鋭顧客を獲得するためには技術,価格,納期,借用条件等をめぐる他

の造船重機資本や欧米のプラソト資本との競争戦に勝ち抜かねばならない｡そ

のため,石播重工は,営業燐能もふくめた部門棟溝を事業部本部として確立し,

競争体制の強化をはかったのである｡

それを,組織階層ごとに検討しよう｡事業本部長とその管理スタフにとって

紘,利益責任 (営業責任)単位が明確化し,新市場開拓と受注の維持拡大を組

織的に強制されることになる｡孝た,製造事業部は細分化され,原価管理を徹

底することになった｡これは経営協議会活動を通じた労働組合管理の強化,お

よび小集団活動の発展11)と結合することで,労働者を競争戦と利益管理にまき

こむ横棒となる｡

第二に,この事業本部制の目的は,規模の小さな市場-の参入という石播重

工の蓄標路線に基づく子会社化政策を展開するための体制づくりにあった｡70

年代後半期,石播重工は国内では民生用小型量産型のプラ1/.ト市場への参入を

めざしたが,そのための組織改革として70年代に,本体から一部を分離,独立

して別会社にする,いわゆるスピン･オフ政策を展開した12)｡分離独立した会

社は73年からの10年間で30社にのぼるが,これらは,小型量産品の製造 i販売

やメソテナンス･サービス,営業をおこなうものが中心であったOこれらの市

場は,それまでは主として非独占資本が担っていた分野であるが,-単位数育

ll) 会社資料 『IHI-ンドブック』抑 52年版,においては,石播重工の70年代後半の ｢組織戦

略｣として,①分権化 (事業本部と小集団活動),㊤統合からの分離へ,㊥先行的技術開発とマ

｣ケティング,④国際化 が掲げられている｡
12) 子会社化の ｢第一の分野は,大企業には不向きな分野と考えていままで手加減してやってきた

部品販売,メンテナンス,サービス業務などO第二の分野は一単位数億円笹度のミニプランり

(石播重工社内報 『IHI繭査時報血 1976年7月号)とされているOなお,石播重工の小型プ

ラントや民生用量産品としては,食器洗浄執 ゴミ焼却炉,物流システム,自動駐車場システム

等がある｡
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第 3図 1974年 の

出所:『あいえいちあい』1947年12月号
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億円のプラソト供給が中心であった石播重工にとって,一億円程度の横桟で確

実に利益をあげることは容易ではない.不特定多数の顧客にたいする販売網の

整備や細部にわたるサービスの経験などが蓄積されていないからである｡石播

重工は,本体事業の一部を子会社化し,法人格を持たせることによって,事業

部制に比べて,よりいっそう広い組織階層が業績 ･利益責任を意識せざるをえ

ない体制にすることによって,新市場への参入をはかったのである｡事業本部

制確立以後,すべての石播重工の関連会社は,それぞれ対応する事業本部の傘

下に組み込まれ,事業本部の業績と収益に貢献するよう位置づけられた｡本体

のどの部門をスピン･オフして,独立させるかは,利益責任を負う事業本部の

権限とされ,事業本部間でスピン･オフ競争が行われるようになった｡
I

IV 78年組織改革と減量経営

1.業績悪化と機能別本部制

78年には船舶受注残が激減し造船業の不況が本格化する｡これへの対応とし

て石播重工は,78年度に,造船重機資本のなかで最大の人員削減を行って労務

コストを削減し,造船部門での収益の回復をほかったOまたプラント部門では,

資材や機械の海外調達を拡大してコストの増大をかわし,シェアを維持する経

営政策をとった｡r

そのための措置の一つとして石播重工は,事業本部を廃止し,磯能別本部に

再編する組織改革を78年7月におこなった.その内容 (第4図)は次の通りで

ある｡需要先別の事業本部を廃止して,営業 ･生産の二つの本部をおく｡営業

本部は,航空宇宙関係をのぞく国内営業,輸出営業,海外事業の各営業部門と

見積もり,基本設計,建設,開発などの,いわゆるエンジニア1)ソグ部門を各

エンジニアリング室に集中させる｡それまで本社部門であった資材部門も,各
エンジニアリソグ室に振り分ける｡生産本部には,製造部門が集中され,各工

場は地域ごとに事業所として統合される｡工場内部の編成も,従来の機種別編

成から機能別編成に改められた｡
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この経営組織は,一方ではエンジニア1)ソグ部門や営業部門を強化し,プラ

ント市場での競争戦に勝ち抜けるように構成員の意識変革をはかり,他方では

製造部門の労働者に企業 ･事業部への帰属意識を失わせ雇用削減と配転をおこ

なうという,異なる目的を同時に実行するための事業部制経営範織の一形態で

ある｡航空宇宙事業本部は ｢従来通りの独立組織｣とされたが,それは防衛受

注を中心とした国家的事業を担う部門を急激な経営組織の変化にまきこまない

ためであった｡以下,この経営組織の意味について各本部ごとに分析する｡

2.プラントエンジニアリング政策と営業本部

営業本部は,第-に,エンジニアリング能力を高めて,プラント部門での競

争戦に勝ち抜くための構成員の意識変革をはかる組織体制である｡エンジニア

1)ソグ産業の競勤ま,機械そのものの技術や価格ではなく,計画全体を効率的

に管理 ･運営する能力と計画全体についての価格レベルでおこなわれる｡製品

の競争力ではなくエンジニアリング能力が競争条件であることを関連部門スタ

ッフに認識させ,専業エンジニアリング会社との競争戦に対応しうるように業

務能力を高めることが必要になる｡石播重工が,製造部門を切り離し,営業 ･

設計を中心とした営業本部の事業部をプ.:フィット センターとしたのはこの

ためである｡

第二に,営業本部は,製造部門と切り離されているため,プラント分野での

競争上必要であれば社内に限定せず,海外からも模桟や資材を調達できる鼠織

体制である｡製品別または需要尭別事業部で工場を含めた組織である場合,自

社生産できる磯種を外注することには当然抵抗感が生ずる｡この意識を変革す

るた桝こ営業本部は工場部門と切り離された18)0

第三に,営業本部は,エソジニアリング部門を強化するた桝こ,従来は製造

るための鼠織である｡集中した移動の対象となったのは造船基本設計である14)｡;

この移動は,造船重機企業で最も先端的な設計技術をもっていた造船設計部門
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出所:『あいえいちあい』1979年3月号
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から人材を投入して,プラソ トエンジニアリング部門での競争力を高めるもの

であった｡

3.減量経営と生産本部

他方,生産本部は,生産設備の削減と労働力の排乱 配置転換を遂行するこ

とを目的とした組織である｡それは具体的には,次のようにおこなわれた｡

第一は,木工労働カタ排出であるOそのために次の施策がとられた｡まず,

78年11B,当年の中間決算で石播重工は会社成立以来初めての経常赤字を計上

した｡これをうけて同月 ｢会社存亡の危機｣を訴える ｢緊急聡合経営対策｣と

｢退職者特別措置｣が捷奏された｡ ｢退職者特別措置｣は人件費の20%削減を

目的として,79年1月-2月末までに退職したものには定年退職者と同率の退

職金と年令別特別加算金をつけることを内容とする｡石川島労組は ｢肩たたき

はしない,割り当ては行わない｣ことを条件にこれを受け入れ15),会社はこれ

を ｢71)-退職｣制度と名付けたO

この退職募集により5,060人が退職した｡石播重工白身の予想16)を上回る希

望退職への応募が生じたのは,会社による造船業危機キャンペーソの展開と労

働組合の協力とによって,労働者が企業の将来に希望を持てなくなったためで

ある｡また,石播重工が経営戦略に対応してエンジニアリソグ中心に企業組織

13) ｢従来の凪織では,事業本部があってそれぞれに生産部隊があったDだから事業本部長はそれ

に従来の仕事を投入するのに苦慮していた｡ところが,今度はある意味でその重荷がないのです

よ｡だから, ビジネスとして純粋に新しい分野の開拓をし,利益をあげていくことが考えられ

る｣石播重工社内報 『あいえいちあい』,1978年8月号0

14) ｢ェネルギー･化学 ･航空宇宙 〔部門〕について約2000人の設計増員が必要でうち1,000人を
移動によってカバーするOとあえず79年中に840人移動させる｣(会社資料,1978年11月22日経営

協議会での会社側発言)0

15) ｢造船量横労連は産別基準として退職勧告をともなわない自由意志にもとづく退職募集は事態

上やむをえずと,許容範囲のものとして東認する態度をと-,ている｡今回の会社の 『肩たたきは

しない』,『人員割り当てはおこなわない』という姿勢は∴我々は許容範囲と判断してうけとめて

いく｡その意味では雇用を崩したとは考えていない｣(石川島労働姐合競闘紙 『石播週報』,1978

年12月12EI付け)o

16) 人件費20%は6,000人分の労働力削減に相当するが,会社は1,500人分の退職を予定し,残り15

%は賃金カットで行うことを想定していた (『毎日新聞』,1979年3月26日 〔夕刊】)a
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を改革し,資本にとって ｢過剰な労働力｣を生産本部に集中しておりたことが,

事業部制組織のもとで形成されてきた労働者の企業帰属意識を失わる根拠とな

ったO生産本部は,造船危機をうたう企業イデオロギーが労働者に浸透するた

めの物質的根拠の役割を果たしたのである｡それは,設計 ･技術部門など企業

にとって今後も必要となる労働者が退職することのないよう,あらかじめ営業

本部に移しておいたことでも裏付けられる｡退職者がどの職種から出たかをみ

ると,現業貞すなわち製造部門労働者が3,200人で約70%を占め,部門別では造

船部再が2,300人であった (第5表)0

第5表 従業員数の変化 (単位:人)

管理職E素意誓l職 長 E現 業1合 計

出所:会社資料により作成｡

第二に,生産本部では,受注の減少によって生じていた各製造部門間での作

業量と人員のアンバランスが,79年1-2月の ｢退職者特別措置｣で発生した

欠員によりいっそう拡大していた｡そこで,人員の異部門への配転がおしすす

められた｡そのために,79年5月に工場の ｢機能別再編成｣がお こなわれた｡

工場の ｢機能別編成｣は,工場を溶接 ･加工組立 ･精密機械という磯能別に編

成し,労働者も職能別に配置するというものである｡たとえば,東京事業所

(第5図)では,東京第一工場の内業工作部の加工課は,溶接工場となった｡

加工課がおこなうのは,船穀,運搬機,鉄梼物の加工 (溶接)であり,旧東京

寡-工場 〔船舶〕･同第二工場 〔運搬機〕･同第四工場 〔鉄構物〕の各溶接課が

単一の組織に統合され,関連する溶接工がすべて集められた｡溶接作業は,こ

こから各作業所に溶接工が派遣される形になるOこれにより,各製品別の作業

量の多寡と,他分野への溶接技能転換の必要性を労働者に意識させ,異部門の

溶接工との技能交流をおこわせることが容易になった｡
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第5図 工場の機能別編成の実例

第 一 工 場

当工場の編成は次のとおりとする

内業工作部 (船般 ･運搬椀 ･鉄骨の内業加工 ･親立)
管理グループ (部内管理業務および工場長スタフ業務)

加 工 課 (船殻の内業加工,運搬機 ･回転機の鉄構物加工)

鮭 立 二 課 (船舶関係小組立,大組立)

運搬機工作部 (旧東 1製造部を主体とする)

管理グループ (部内管理業務)

扱 枕 課 (従来どおり)

組 立 課 (旧組立電気工場課)

外 業 課 (外業取付 ･外業組立)

船舶工作部 (旧東2造船工作部,修理部を統合)

管理グループ (部内管理業務)

船渠長グル｢プ (当部に編入)

船 般 課 (旧塔哉工場課)

船 装 課

機 械 課

電 装 課

武 装 課

塗 装 課

従来どおり

修 理 課 (旧船体工場課 ･機械工場課を統合)

第 二 工 場

当工場の編成は次のとおりとする｡

回転磯工作部 (旧東3回転橡械製造部を主体とする)

管理グループ (部内管理業務および工場長スタフ業務)

枚 械 一 課
榛 枕 二 諌

歯 車 課

熱 処 理 諌

組 立 一 課

組 立 二 課

従来どおり

(注) 1979年5月の組織改定による生産本部東京事業場の編成.

(出所)全社職制表よりO

というのは,造船重蔵産業での労働過程には次のような独自の要因があるか

らであるOすなわち,造船 ･重椀械作業においては熟練が広範に残存しておれ

たとえば同じ溶接でも,鋼板溶接とステンレス溶接ではまったく異なる技能に､

もとづいている.また,石播重工では,工場は各事業部に所属し,工場編成は
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各製品棟種別に編成されううえで,さらにいくつかの作業区ごとにわけられ,

作業区には必要な各種技能工がすべて配置されていたOこれ笹 生産効率向上

のた桝こ造船部門で開発された生産方式で,ステージ･コントロールと呼ばれ

るものである.そのため,職場慣行としてのジョブ･ローテーションがおこわ

れにくく,造船溶接工は造船部門で,クレ-ソ溶接工は運放校部門で生涯労働

するOしたがって,異部門応援に対して労働者の抵抗が大きくなる｡石播重工

における工場の ｢椀能別編成｣はこの意識と慣行を変革するためにおこなわれ

たのである｡

お あ り に

機能別本部制は約二年の短命で終わり,80年には事業本部が復活する｡これ

は機能別本部制は,受注と作業量が極端に減少していたことがその成立の条件

であ0,80年頃から国内産業桟祝,船舶とも受注が回復してくるにつれ,円滑

な事業管理が困難になったからである｡その意味では,不況対策の経営組織の

一形態であっJ=17㌔ しかし,それは単なる一時的措置にとどまるものではない｡

石播重工は,74年,78年,80年の各組織変革を通じて,企業構成員を管理する

うえでの能動性を高めた｡80年の事業本部部は,78年の巌織改革を通じて実現

された労働力の部門間移動という新たな力能をもつ経営鼠織に発展してい▲るの

である｡

74年の組織改革は,事業本部を単位とした経営活動への参加を促し,事業戦

略への動員を通じて企業構成員の企業への帰属意識をたかめるという役割を果

たし,反対に78年の組織改革は,企業への帰属意識を失わせる役割を果たした｡

本稿は,経営組織が,それぞれの事業戦略,企業戦略との関わりで,経営管理

･労務管理上の効果を発揮する諸形態を特徴づけたものである｡

ただし,現実の総体を解明するためには経営組織の役割を指摘しただけでは

不十分である｡賃金政策や労働組合管理等,労働力管理 ･労務管理についても

17) 小野豊明 『日本企業の組織戦略』,1980年｡
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分析しなければならないが,それは今後の課題としたLL｡

(1988年8月脱稿)




